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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

　平成22年６月23日に提出しました第144期（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）有価証券報告書の記載事項

の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものです。

 

２【訂正事項】

第一部　企業情報

第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

注記事項

(セグメント情報)　

事業の種類別セグメント情報　

所在地別セグメント情報

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿線で示しています。
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第一部【企業情報】

第５【経理の状況】

１【連結財務諸表等】

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

（訂正前）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（省略) 

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 
合成繊維
事業

（百万円）

化成品事業
（百万円）

医薬医療
事業

（百万円）

流通・リテ
イル事業
（百万円）

ＩＴ・
新事業他
（百万円）

計
（百万円）

消去
又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　  　 　 　 　
売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する

売上高
205,154177,791131,710205,31345,869765,840 － 765,840

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
47,481 6,977 0 4,786 31,351 90,598(90,598) －

計 252,635184,769131,711210,10077,221856,438(90,598)765,840

営業費用 267,746176,772107,510206,66074,267832,956(80,551)752,404

営業利益

又は営業損失（△）
△15,111 7,996 24,201 3,440 2,954 23,482(10,046)13,435

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出
 　 　 　 　 　 　 　

資産 357,205181,999108,91378,212 51,255777,58645,485823,071

減価償却費 27,438 12,566 8,920 270 2,204 51,400 3,140 54,540

減損損失 5,201 171 － 39 140 5,552 174 5,727

資本的支出 14,184 5,797 8,443 159 2,262 30,846 5,467 36,313

（注）１　事業区分は、経営管理組織を基本として製品の種類、性質、販売方法等の類似性を勘案して区分しています。

２　各事業に含まれている主要な製品は以下のとおりです。

事業 主要な製品

合成繊維 “テトロン”（ポリエステル繊維）“コーネックス”（メタ系アラミド繊維）

“トワロン”（パラ系アラミド繊維）等の糸・綿・紡績糸・加工糸・不織布　及

び織編物、人工皮革

化成品 “テトロン”フィルム（ポリエステルフィルム）

ポリカーボネート樹脂

医薬医療 “ベニロン”（重症感染症治療剤）

“ワンアルファ”（活性型ビタミンＤ３製剤・骨粗鬆症治療薬）

“ムコソルバン”（去痰剤）

“ボナロン®”（骨粗鬆症治療薬）

在宅医療用酸素濃縮器

流通・リテイル アパレル製品、工業用資材繊維製品、車両資材用繊維製品

ＩＴ・新事業他 ソフトウェア製作

（注）“　”マークは登録商標を示します。

３　営業費用の内、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は10,324百万円であり、その主なものは、

基礎研究・本社管理部門に係る費用です。

４　資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は112,483百万円であり、その主なものは親会社での余

資運用資金（現金及び預金他）、長期投資資金（投資有価証券他）等です。

５　減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及びその償却額が含まれています。

６　減損損失の内、1,340百万円については事業構造改善費用に含めて表示しています。 

（訂正後）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（省略) 

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 
合成繊維
事業

（百万円）

化成品事業
（百万円）

医薬医療
事業

（百万円）

流通・リテ
イル事業
（百万円）

ＩＴ・
新事業他
（百万円）

計
（百万円）

消去
又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　  　 　 　 　
売上高 　 　 　 　 　 　 　 　
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合成繊維
事業

（百万円）

化成品事業
（百万円）

医薬医療
事業

（百万円）

流通・リテ
イル事業
（百万円）

ＩＴ・
新事業他
（百万円）

計
（百万円）

消去
又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

(1）外部顧客に対する

売上高
205,154177,791131,710205,31345,869765,840 － 765,840

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
47,481 6,977 0 4,786 31,351 90,598(90,598) －

計 252,635184,769131,711210,10077,221856,438(90,598)765,840

営業費用 267,746176,772107,510206,66074,267832,956(80,551)752,404

営業利益

又は営業損失（△）
△15,111 7,996 24,201 3,440 2,954 23,482(10,046)13,435

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出
 　 　 　 　 　 　 　

資産 369,973178,441108,91378,212 52,483788,02435,046823,071

減価償却費 27,438 12,566 8,920 270 2,204 51,400 3,140 54,540

減損損失 5,201 171 － 39 140 5,552 174 5,727

資本的支出 14,184 5,797 8,443 159 2,262 30,846 5,467 36,313

（注）１　事業区分は、経営管理組織を基本として製品の種類、性質、販売方法等の類似性を勘案して区分しています。

２　各事業に含まれている主要な製品は以下のとおりです。

事業 主要な製品

合成繊維 “テトロン”（ポリエステル繊維）“コーネックス”（メタ系アラミド繊維）

“トワロン”（パラ系アラミド繊維）等の糸・綿・紡績糸・加工糸・不織布　及

び織編物、人工皮革

化成品 “テトロン”フィルム（ポリエステルフィルム）

ポリカーボネート樹脂

医薬医療 “ベニロン”（重症感染症治療剤）

“ワンアルファ”（活性型ビタミンＤ３製剤・骨粗鬆症治療薬）

“ムコソルバン”（去痰剤）

“ボナロン®”（骨粗鬆症治療薬）

在宅医療用酸素濃縮器

流通・リテイル アパレル製品、工業用資材繊維製品、車両資材用繊維製品

ＩＴ・新事業他 ソフトウェア製作

（注）“　”マークは登録商標を示します。

３　営業費用の内、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は10,324百万円であり、その主なものは、

基礎研究・本社管理部門に係る費用です。

４　資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は101,044百万円であり、その主なものは親会社での余

資運用資金（現金及び預金他）、長期投資資金（投資有価証券他）等です。

５　減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及びその償却額が含まれています。

６　減損損失の内、1,340百万円については事業構造改善費用に含めて表示しています。 
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【所在地別セグメント情報】

（訂正前）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（省略) 

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

米州
（百万円）

欧州
（百万円）

計
（百万円）

消去
又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

売上高        

(1) 外部顧客に対する

売上高
535,214132,74651,91345,965765,840 － 765,840

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
26,43118,999 419 21,78867,638(67,638)－

計 561,645151,74652,33367,753833,479(67,638)765,840

営業費用 534,310150,14154,92571,545810,923(58,519)752,404

営業利益又は

営業損失（△）
27,3341,604△2,592△3,79222,555(9,119)13,435

Ⅱ　資産 615,160130,34542,933156,975945,414(122,342)823,071

（注）１　営業費用の内、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は10,324百万円であり、その主なものは、

基礎研究・本社管理部門に係る費用です。

２　資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は112,483百万円であり、その主なものは、親会社での余

資運用資金（現金及び預金他）、長期投資資金（投資有価証券他）等です。

３　国または地域の区分は、地理的近接度によっています。

４　本邦以外の区分に属する主な国または地域

(1) アジア…………………タイ、インドネシア、中国、シンガポール

(2) 米州……………………米国

(3) 欧州……………………オランダ、ドイツ

　

（訂正後）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（省略) 

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

米州
（百万円）

欧州
（百万円）

計
（百万円）

消去
又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

売上高        

(1) 外部顧客に対する

売上高
535,214132,74651,91345,965765,840 － 765,840

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
26,43118,999 419 21,78867,638(67,638)－

計 561,645151,74652,33367,753833,479(67,638)765,840

営業費用 534,310150,14154,92571,545810,923(58,519)752,404

営業利益又は

営業損失（△）
27,3341,604△2,592△3,79222,555(9,119)13,435

Ⅱ　資産 626,598130,34542,933156,975956,852(133,781)823,071

（注）１　営業費用の内、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は10,324百万円であり、その主なものは、

基礎研究・本社管理部門に係る費用です。　
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２　資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は101,044百万円であり、その主なものは、親会社での余

資運用資金（現金及び預金他）、長期投資資金（投資有価証券他）等です。

３　国または地域の区分は、地理的近接度によっています。

４　本邦以外の区分に属する主な国または地域

(1) アジア…………………タイ、インドネシア、中国、シンガポール

(2) 米州……………………米国

(3) 欧州……………………オランダ、ドイツ
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